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定行為件数は、平成 13 年 36,777 件に比べ平成 18
年では78,490件と急速に増加してきている。平成














































































































































































































































































































































































































なOff the Job Training能力の練成である。現在、
消防組織や警察組織、自衛隊、海上保安庁などで
は、実際の災害派遣を想定した臨地実地研修なら
びにシミュレーショントレーニングが行われてい
るが、このような種々の演習や講義で災害医学や
国際救急救助をとりあげ、災害時の対応や、国際
救助の在り方に関して特論・スキル実習を通じて
実践的指導力の育成をおこなう。
選択科目の特色
救急救命士の医学的知識を涵養するために、身
体構造機能学特論、臨床薬理学特論、病態生理学
特論において再度、解剖学や救急の病態の理解を
はかり、小児・周産期救急医学特論、高齢者・生
活習慣病特論などでは現在、救急医療のなかで社
会的問題となっているような、高齢社会化と救急
患者の増加の問題、また、小児、周産期における
病院内診療拒否やたらい回しなどの問題の抽出を
はかる。
救急医療における専門科目に位置づけられる蘇
生学特論にて、蘇生における統計の在り方と蘇生
の科学を、トラウマケア（外傷学）特論、コロナ
リーケア（循環器病学）特論、メディカルコント
ロール特論や、救急看護・救急倫理特論、救急法
学特論などでは現在の救急医療の問題点を把握す
る。災害医学特論、国際救急救助特論では我が国
で大きな問題点となっている災害医学や国際救急
救助をとりあげ、災害時の対応や、国際救助の在
り方に関して論じるものである。救急医学教育特
論、救急プレゼンテーションスキル特論、救急コ
ミュニケーション特論、救急統計特論などでは、
救急救命士の特定行為を指導するために必要な医
学知識を学び、コミュニケーションなど患者への
実践対応力を身につけることとともに、病院前救
急医療分野の研究を通じて根拠に基づいた医療
（EBM）の実践と統計学的分析力、国内外への学
会発表などを通じてプレゼンテーション能力の育
成を行うべく構成されている。
このようにこの大学院の目的は高度な病院前救
急医療分野の研究を通じて根拠に基づいた医療人
の育成とともに、高度な知識を有する専門的職業
人の育成が第一の目的である。次いで、将来の救
急救命士の進路職域拡大を見据えたうえで、現場
での指導的立場に立つ救急救命士の育成、さらに、
救急救命士自らを指導する教員の育成が第二の目
的となる。
６．おわりに
日本の救急救命士における特定行為を今後さら
に拡大する場合、医学的知識と技術を救急救命士
が維持できる教育制度にし，低侵襲的処置から高
度な医学的知識と技術を必要とする高侵襲的処置
への拡大していくことが原則と考えられる。拡大
すべき処置項目においては、救命率の改善が望め
る外傷性非心肺機能停止傷病者にも重きをおくこ
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とが重要である。
また国外のパラメディック教育に学び、スキル
トレーニング、シナリオトレーニング、による病
院実習さらには隣地実習に多くの内容と時間をか
けることが重要である。
またパラメディック養成課程の教育だけでなく
継続教育においても、「トレーニング、継続教育、
現場におけるリーダーシップ、医学的な質」の要
素を加えつつ、さらなる教育方法である animal 
Labやイーラーニングなどの教材を使用した講義
の導入が工夫されるべきである。これらの要素を
加えて作成された「日本の救急救命士における特
定行為拡大のための教育法」をさらに検討するな
ど本稿で示したような将来の救急救命士の質の高
い教育体制が必要である。
